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(57)【要約】
【課題】優れた粘度指数向上効果と優れた流動性とを兼ね備えた潤滑油添加剤組成物を提
供すること。
【解決手段】本発明は粘度指数向上剤と、ポリアルキレングリコール系化合物を含有する
潤滑油添加剤組成物を提供する。本発明によれば、優れた粘度指数向上効果と優れた流動
性とを兼ね備えた潤滑油添加剤組成物を提供することができる。また、このような潤滑油
添加剤組成物を容易に製造する方法を提供することができる。さらに、このような潤滑油
添加剤組成物を含むことにより、十分に高い粘度指数を有しつつ揮発性が十分に低減され
た潤滑油組成物、及びこのような潤滑油組成物を容易に製造する方法を提供することがで
きる。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　粘度指数向上剤と、ポリアルキレングリコール系化合物を含有する潤滑油添加剤組成物
。
【請求項２】
　希釈剤を更に含有する、請求項１に記載の潤滑油添加剤組成物。
【請求項３】
　前記粘度指数向上剤がポリ（メタ）アクリレートである、請求項１又は２に記載の潤滑
油添加剤組成物。
【請求項４】
　前記ポリアルキレングリコール系化合物が下記一般式（１）で表される化合物である、
請求項１～３のいずれか１項に記載の潤滑油添加剤組成物。
Ｒ１Ｏ－（Ｒ２Ｏ）ｎ－Ｒ３　　（１）
［式（１）中、Ｒ１及びＲ３は同一でも異なっていてもよく、それぞれ水素原子、炭素数
１～５０のアルキル基、炭素数６～５０のアリール基、炭素数６～５０のアルキルアリー
ル基または炭素数６～５０のアリールアルキル基を示し、Ｒ２Ｏは炭素数２～２０のオキ
シアルキレン基もしくは炭素数２～２０のオキシアルキレン基の混合物を表し、ｎは１～
２００の整数を表す。］
【請求項５】
　粘度指数向上剤と、ポリアルキレングリコール系化合物とを混合する工程を備える潤滑
油添加剤組成物の製造方法。
【請求項６】
　前記工程において、前記粘度指数向上剤と、前記ポリアルキレングリコール系化合物と
、希釈剤とを混合する、請求項５に記載の潤滑油添加剤組成物の製造方法。
【請求項７】
　潤滑油基油と、請求項１～４のいずれか１項に記載の潤滑油添加剤組成物と、を含有す
る潤滑油組成物。
【請求項８】
　潤滑油基油と、請求項１～４のいずれか１項に記載の潤滑油添加剤組成物と、を混合す
る工程を備える潤滑油組成物の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、潤滑油添加剤組成物及びその製造方法並びに潤滑油組成物及びその製造方法
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　内燃機関や変速機をはじめとする種々の機械装置には、その駆動や動作を円滑にするた
めに潤滑油組成物が用いられる。特に、内燃機関用の潤滑油（エンジン油）は、内燃機関
の高性能化及び高出力化に応じて、苛酷な条件下での使用に対応できる性能を有すること
が必要である。
【０００３】
　こうした要求性能を満たすため、エンジン油には、摩耗防止剤、金属系清浄剤、無灰分
散剤、酸化防止剤など種々の添加剤が配合されている。（例えば、下記特許文献１～３を
参照。）
【０００４】
　ところで、最近では、環境問題が注目されていることに伴って、エンジン油の省燃費性
能の向上が強く求められている。こうした要求に対応するため、エンジン油には高粘度指
数基油や各種摩擦調整剤を用いることなどが検討されている（例えば、下記特許文献４を
参照。）。
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【０００５】
　また、エンジン油などの潤滑油組成物の省燃費性や低摩擦性を向上させるために、潤滑
油基油の粘度を低減することや、粘度指数向上剤の配合量を増量することが行われている
。このため、粘度指数向上剤の使用量は増加傾向にあり、粘度指数向上剤は潤滑油組成物
の添加剤として益々重要な役割を担うようになってきている。
【特許文献１】特開２００１－２７９２８７号公報
【特許文献２】特開２００２－１２９１８２号公報
【特許文献３】特開平０８－３０２３７８号公報
【特許文献４】特開平０６－３０６３８４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　潤滑油添加剤組成物の一種である粘度指数向上剤は、その他の潤滑油添加剤組成物と比
べて粘性が格別に高い。例えば、粘度指数向上剤の有効成分（粘度指数の向上効果を有す
る成分）としては、重量平均分子量（Ｍｗ）が１５万～１００万のポリ（メタ）アクリレ
ート系化合物などが用いられており、重量平均分子量が大きいもの（Ｍｗ：３５万～１０
０万）ほど、粘性が高い傾向がある。
【０００７】
　潤滑油添加剤組成物と潤滑油基油とを配合することによって得られる潤滑油組成物は、
通常、その製造段階において、粘度調整を行う必要がある。このため、一般的に、粘度指
数向上剤は、他の潤滑油添加剤とパッケージ化されずに、個別に取り扱われている。
【０００８】
　その一方で、粘度指数向上剤に一定の流動性を持たせ、ハンドリング性を向上させるた
め、粘度指数向上剤は一般に希釈剤で希釈された状態で取り扱われている。しかし、十分
な流動性を確保しようとして希釈剤の含有量を増量しすぎると、粘度指数向上剤の有効成
分の含有量が低下し、物流効率が悪化してしまう。また、所定の粘度指数向上効果を得る
ために、結果的に潤滑油基油への添加量が増大して、物流効率の悪化や潤滑油への添加量
が増加することによりコストアップとなる。また、低粘度の希釈剤を使用した場合には、
潤滑油組成物の性能に対する影響（低粘度希釈剤による蒸発損失や潤滑特性への影響、希
釈剤に含まれる硫黄分、窒素分、芳香族分等による熱・酸化安定性への影響）が懸念され
る。
【０００９】
　本発明は上記事情に鑑みてなされたものであり、優れた粘度指数向上効果と優れた流動
性とを兼ね備えた潤滑油添加剤組成物を提供することを目的とする。また、このような潤
滑油添加剤組成物を容易に製造する方法を提供することを目的とする。さらに、このよう
な潤滑油添加材組成物を含むことにより、十分に高い粘度指数を有しつつ揮発性が十分に
低減された潤滑油組成物、及びこのような潤滑油組成物を容易に製造する方法を提供する
ことを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記目的を達成するため、本発明は、粘度指数向上剤と、ポリアルキレングリコール系
化合物を含有する潤滑油添加剤組成物を提供する。
【００１１】
　ここで、本発明でいう「ポリアルキレングリコール系化合物」とは、ポリアルキレング
リコール及びその誘導体を意味する。ポリアルキレングリコール誘導体には、例えばポリ
アルキレングリコールの一端又は両端の水酸基をエーテル化又はエステル化した化合物等
が包含される。
【００１２】
　本発明の潤滑油添加剤組成物は、上記構成を有するため、優れた流動性と優れた粘度指
数向上効果とを両立できるという効果を有する。すなわち、本発明の潤滑油添加剤組成物
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においては、粘度指数向上剤と、ポリアルキレングリコール系化合物とを併用することに
よって、従来の粘度指数向上剤を希釈剤で希釈する場合と比較して、優れた流動性を確保
しつつ、有効成分である粘度指数向上剤の含有量を増加させることができ、潤滑油基油に
配合した場合に優れた粘度指数向上効果を得ることができる。また、従来の粘度指数向上
剤を希釈剤で希釈する場合と比較して、粘度指数向上剤の含有量を増加することができる
ため、物流効率の向上による輸送コストの低減や輸送時の環境負荷を低減でき、潤滑油添
加剤組成物及び潤滑油組成物の製造コストを低減するとともに、潤滑油組成物の揮発性を
改善することができる。
【００１３】
　なお、本発明による上記の優れた効果は、粘度指数向上剤とポリアルキレングリコール
系化合物という特定の組合せの採用によって初めて奏されるものであり、特に、粘度指数
向上剤に対する顕著な流動性向上効果はポリアルキレングリコール系化合物に特有のもの
である。なお、例えば、潤滑油分野で使用される、エステル、アルキルベンゼン等の基材
をポリアルキレングリコール系化合物に代えて使用した場合、その流動性向上効果がポリ
アルキレングリコール系化合物の場合よりも劣ることを本発明者は確認している。
【００１４】
　本発明の潤滑油添加剤組成物は、粘度指数向上剤及びポリアルキレングリコール系化合
物に加えて、希釈剤を更に含有することが好ましい。これによって、一層優れた流動性を
有する潤滑油添加剤組成物を得ることができる。また、本発明では、従来の粘度指数向上
剤を希釈剤で希釈する場合と比較して、希釈剤の含有量が少量であっても優れた流動性を
得ることができるため、有効成分である粘度指数向上剤の含有量を一層増加させることが
でき、潤滑油基油に配合した場合に一層優れた粘度指数向上効果を得ることができる。
【００１５】
　本発明で用いる粘度指数向上剤は、ポリ（メタ）アクリレートであることが好ましい。
【００１６】
　また、本発明で用いる（Ｂ）ポリアルキレングリコール系化合物は、一般式（３）で表
される化合物であることが好ましい。
Ｒ１Ｏ－（Ｒ２Ｏ）ｎ－Ｒ３　　（１）
［式（１）中、Ｒ１及びＲ３は同一でも異なっていてもよく、それぞれ水素原子、炭素数
１～５０のアルキル基、炭素数６～５０のアリール基、炭素数６～５０のアルキルアリー
ル基または炭素数６～５０のアリールアルキル基を示し、Ｒ２Ｏは炭素数２～２０のオキ
シアルキレン基もしくは炭素数２～２０のオキシアルキレン基の混合物を表し、ｎは１～
２００の整数を表す。］
【００１７】
　また、本発明は、粘度指数向上剤と、ポリアルキレングリコール系化合物とを混合する
工程を備える潤滑油添加剤組成物の製造方法を提供する。この製造方法によって、優れた
流動性と優れた粘度指数向上効果を兼ね備えた潤滑油添加剤組成物を容易に得ることがで
きる。
【００１８】
　本発明の潤滑油添加剤組成物の製造方法に係る上記工程においては、希釈剤を更に混合
することが好ましい。これによって、一層優れた流動性を有する潤滑油添加剤組成物を得
ることができる。また、本発明では、従来の粘度指数向上剤を希釈剤で希釈する場合と比
較して、希釈剤の含有量が少量であっても優れた流動性を得ることができるため、有効成
分である粘度指数向上剤の含有量を一層増加させることができ、潤滑油基油に配合した場
合に一層優れた粘度指数向上効果を得ることができる。
【００１９】
　また、本発明は、潤滑油基油と、上記本発明の潤滑油添加剤組成物と、を含有する潤滑
油組成物を提供する。本発明の潤滑油組成物は、本発明の潤滑油添加剤組成物を含有する
ため、十分に高い粘度指数と十分に低減された揮発性とを兼ね備える。
【００２０】
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　また、本発明は、潤滑油基油と、上記本発明の潤滑油添加剤組成物と、を混合する工程
を備える潤滑油組成物の製造方法を提供する。本発明の潤滑油添加剤組成物は優れた流動
性を有するため、ハンドリング性に優れており、十分に高い粘度指数と十分に低減された
揮発性とを兼ね備えた潤滑油組成物を容易に製造することが可能となる。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明によれば、優れた粘度指数向上効果と優れた流動性とを兼ね備えた潤滑油添加剤
組成物を提供することができる。また、このような潤滑油添加剤組成物を容易に製造する
方法を提供することができる。さらに、このような潤滑油添加剤組成物を含むことにより
、十分に高い粘度指数を有しつつ揮発性が十分に低減された潤滑油組成物、及びこのよう
な潤滑油組成物を容易に製造する方法を提供することができる。
【００２２】
　また、本発明によれば、潤滑油添加剤組成物の物流効率の向上による輸送コスト、及び
輸送時の環境負荷の低減、並びに潤滑油添加剤組成物及び潤滑油組成物の製造コストを十
分に低減することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２３】
　以下、本発明の好適な実施形態について詳細に説明する。
【００２４】
　本実施形態の潤滑油添加剤組成物は、（Ａ）粘度指数向上剤（以下、場合により「（Ａ
）成分」という。）を含有する。かかる粘度指数向上剤としては、ポリ（メタ）アクリレ
ート類、エチレン－α－オレフィン共重合体又はその水素化物、ポリイソブチレン又はそ
の水素化物、スチレン－ジエン水素化共重合体、スチレン－無水マレイン酸エステル共重
合体及びポリアルキルスチレン、あるいはこれらの複合ポリマー等が挙げられる。なお、
本明細書における「ポリ（メタ）アクリレート」は、ポリアクリレート及びポリメタクリ
レートの総称である。これらの粘度指数向上剤は非分散型又は分散型のいずれであっても
よい。
【００２５】
　非分散型粘度指数向上剤としては、具体的には、下記一般式（２－ａ）、（２－ｂ）及
び（２－ｃ）で表される化合物の中から選ばれるモノマー（以下、「モノマー（Ｍ－１）
」という）の単独重合体又はモノマー（Ｍ－１）の２種以上の共重合体あるいはその水素
化物等が例示できる。一方、分散型粘度指数向上剤としては、具体的には、一般式（２－
ｄ）及び（２－ｅ）で表される化合物の中から選ばれるモノマー（以下、「モノマー（Ｍ
－２）」という）の２種以上の共重合体又はその水素化物や、モノマー（Ｍ－１）の１種
又は２種以上とモノマー（Ｍ－２）の１種又は２種以上との共重合体又はその水素化物等
が例示できる。
【００２６】
【化１】

［一般式（２－ａ）中、Ｒ４は水素又はメチル基を示し、Ｒ５は炭素数１～２００の直鎖
状又は分枝状の炭化水素基、ポリエーテル基および／またはポリエステル基を示す。］
【００２７】
　上記一般式（１－ａ）におけるＲ５で表される炭素数１～２００の直鎖状又は分枝状の
炭化水素基としては、メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基、ペンチル基、ヘキシ
ル基、ヘプチル基、オクチル基、ノニル基、デシル基、ウンデシル基、ドデシル基、テト
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状でも分枝状でもよい）；ブテニル基、ペンテニル基、ヘキセニル基、ヘプテニル基、オ
クテニル基、ノネニル基、デセニル基、ウンデセニル基、ドデセニル基、テトラデセニル
基、ヘキサデセニル基、オクタデセニル基等のアルケニル基（これらアルケニル基は直鎖
状でも分枝状でもよく、二重結合の位置も任意である）等が例示できる。
【００２８】
【化２】

【００２９】
　上記一般式（２－ｂ）中、Ｒ６は水素原子又はメチル基を示し、Ｒ７は水素原子又は炭
素数１～１２の炭化水素基を示す。Ｒ７で表される炭素数１～１２の炭化水素基としては
、具体的には、メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、
ヘプチル基、オクチル基、ノニル基、デシル基、ウンデシル基、ドデシル基等のアルキル
基（これらアルキル基は直鎖状でも分枝状でもよい）；シクロペンチル基、シクロヘキシ
ル基、シクロヘプチル基等の炭素数５～７のシクロアルキル基；メチルシクロペンチル基
、ジメチルシクロペンチル基、メチルエチルシクロペンチル基、ジエチルシクロペンチル
基、メチルシクロヘキシル基、ジメチルシクロヘキシル基、メチルエチルシクロヘキシル
基、ジエチルシクロヘキシル基、メチルシクロヘプチル基、ジメチルシクロヘプチル基、
メチルエチルシクロヘプチル基、ジエチルシクロヘプチル基等の炭素数６～１１のアルキ
ルシクロアルキル基（これらアルキル基のシクロアルキル基への置換位置は任意である）
；
ブテニル基、ペンテニル基、ヘキセニル基、ヘプテニル基、オクテニル基、ノネニル基、
デセニル基、ウンデセニル基、ドデセニル基等のアルケニル基（これらアルケニル基は直
鎖状でも分枝状でもよく、二重結合の位置も任意である）；
フェニル基、ナフチル基等のアリール基：トリル基、キシリル基、エチルフェニル基、プ
ロピルフェニル基、ブチルフェニル基、ペンチルフェニル基、ヘキシルフェニル基等の炭
素数７～１２のアルキルアリール基（これらアルキル基は直鎖状でも分枝状でもよく、ま
たアリール基への置換位置も任意である）；ベンシル基、フェニルエチル基、フェニルプ
ロピル基、フェニルブチル基、フェニルペンチル基、フェニルヘキシル基等の炭素数７～
１２のアリールアルキル基（これらアルキル基は直鎖状でも分枝状でもよい）；等が例示
できる。
【００３０】

【化３】

【００３１】
　上記一般式（２－ｃ）中、Ｘ１及びＸ２は、それぞれ個別に、水素原子、炭素数１～１
８のアルコキシ基（－ＯＲ８：Ｒ８は炭素数１～１８のアルキル基）又は炭素数１～１８
のモノアルキルアミノ基（－ＮＨＲ９：Ｒ９は炭素数１～１８のアルキル基）を示す。
【００３２】
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【化４】

【００３３】
　上記一般式（２－ｄ）中、Ｒ１０は水素原子又はメチル基を示し、Ｒ１１は炭素数１～
１８のアルキレン基を示し、Ｙ１は窒素原子を１～２個、酸素原子を０～２個含有するア
ミン残基又は複素環残基を示し、ｐは０又は１である。Ｒ１１で表される炭素数１～１８
のアルキレン基としては、具体的には、エチレン基、プロピレン基、ブチレン基、ペンチ
レン基、ヘキシレン基、へプチレン基、オクチレン基、ノニレン基、デシレン基、ウンデ
シレン基、ドデシレン基、トリデシレン基、テトラデシレン基、ペンタデシレン基、ヘキ
サデシレン基、ヘプタデシレン基、及びオクタデシレン基等（これらアルキレン基は直鎖
状でも分枝状でもよい）等が例示できる。また、Ｙ１で表される基としては、具体的には
、ジメチルアミノ基、ジエチルアミノ基、ジプロピルアミノ基、ジブチルアミノ基、アニ
リノ基、トルイジノ基、キシリジノ基、アセチルアミノ基、ベンゾイルアミノ基、モルホ
リノ基、ピロリル基、ピロリノ基、ピリジル基、メチルピリジル基、ピロリジニル基、ピ
ペリジニル基、キノニル基、ピロリドニル基、ピロリドノ基、イミダゾリノ基、及びピラ
ジノ基等が例示できる。
【００３４】

【化５】

【００３５】
　上記一般式（２－ｅ）中、Ｒ１２は水素原子又はメチル基を示し、Ｙ２は窒素原子を１
～２個、酸素原子を０～２個含有するアミン残基又は複素環残基を示す。Ｙ２で表される
基としては、具体的には、ジメチルアミノ基、ジエチルアミノ基、ジプロピルアミノ基、
ジブチルアミノ基、アニリノ基、トルイジノ基、キシリジノ基、アセチルアミノ基、ベン
ゾイルアミノ基、モルホリノ基、ピロリル基、ピロリノ基、ピリジル基、メチルピリジル
基、ピロリジニル基、ピペリジニル基、キノニル基、ピロリドニル基、ピロリドノ基、イ
ミダゾリノ基、及びピラジノ基等が例示できる。
【００３６】
　一般式（２－ｄ）及び（２－ｅ）におけるアミン残基とは、アミンからアミノ基の水素
を除いた１価の基をいい、複素環残基とは、複素環構造を有する分子から複素環を構成す
る炭素に結合した水素を除いた１価の基をいう。
【００３７】
　モノマー（Ｍ－１）の好ましい例としては、具体的には、炭素数１～１８のアルキルア
クリレート、炭素数１～１８のアルキルメタクリレート、炭素数２～２０のオレフィン、
スチレン、メチルスチレン、無水マレイン酸エステル、無水マレイン酸アミド及びこれら
の混合物等が例示できる。
【００３８】
　モノマー（Ｍ－２）の好ましい例としては、具体的には、ジメチルアミノメチルメタク
リレート、ジエチルアミノメチルメタクリレート、ジメチルアミノエチルメタクリレート
、ジエチルアミノエチルメタクリレート、２－メチル－５－ビニルピリジン、モルホリノ
メチルメタクリレート、モルホリノエチルメタクリレート、Ｎ－ビニルピロリドン及びこ
れらの混合物等が例示できる。
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【００３９】
　なお、上記（Ｍ－１）化合物の中から選ばれる１種又は２種以上のモノマーと（Ｍ－２
）化合物の中から選ばれる１種又は２種以上のモノマーとの共重合体の共重合モル比につ
いて特に制限はないが、一般に、モノマー（Ｍ－１）：モノマー（Ｍ－２）＝８０：２０
～９５：５程度である。
【００４０】
これらの粘度指数向上剤の製造法は任意であり、例えば、ベンゾイルパーオキシド等の重
合開始剤の存在下でモノマー（Ｍ－１）とモノマー（Ｍ－２）をラジカル溶液重合させる
ことにより容易に得ることができる。
【００４１】
　本発明で用いる（Ａ）粘度指数向上剤は、粘度指数向上効果と低温流動性向上効果に優
れる点で、非分散型または分散型ポリ（メタ）アクリレートであることが好ましい。
【００４２】
　（Ａ）粘度指数向上剤の重量平均分子量（ＭＷ）は、５，０００以上であることが好ま
しく、５０，０００以上であることがより好ましく、１００，０００以上であることがさ
らに好ましく、２００，０００以上であることが特に好ましく、３００，０００以上であ
ることが最も好ましい。
【００４３】
　該重量平均分子量（ＭＷ）は、１，０００，０００以下であることが好ましく、７００
，０００以下であることがより好ましく、６００，０００以下であることがさらに好まし
く、５００，０００以下であることが特に好ましい。
【００４４】
　該重量平均分子量が５，０００未満の場合には、潤滑油添加剤組成物を潤滑油基油に溶
解させた場合に、粘度指数向上効果が小さくなる傾向がある。このため、省燃費性や低温
粘度特性の低下、及びコスト上昇のおそれがある。一方、該重量平均分子量が１，０００
，０００を超える場合には、潤滑油添加剤組成物のせん断安定性や潤滑油添加剤組成物の
潤滑油基油への溶解性、及び潤滑油添加剤組成物及び潤滑油組成物の十分な貯蔵安定性が
損なわれる傾向がある。
【００４５】
　（Ａ）粘度指数向上剤のＰＳＳＩ（パーマネントシアスタビリティインデックス）は、
好ましくは４０以下、より好ましくは３５以下、さらに好ましくは３０以下、特に好まし
くは２７以下、最もこのましくは２５以下である。また、好ましくは５以上、さらに好ま
しくは１０以上、特に好ましくは１５以上、最も好ましくは２０以上である。ＰＳＳＩが
４０を超える場合、せん断安定性が損なわれる傾向がある。一方、ＰＳＳＩが５未満の場
合、潤滑油添加剤組成物を潤滑油基油に溶解させた場合に優れた粘度指数向上効果が得ら
れ難くなる傾向がある。このため、得られる潤滑油組成物の十分な省燃費性や低温粘度特
性が損なわれる傾向、及びコストが上昇するおそれがある。
【００４６】
　なお、本明細書における「ＰＳＳＩ」とは、ＡＳＴＭ　Ｄ　６０２２－０１（Ｓｔａｎ
ｄａｒｄ　Ｐｒａｃｔｉｃｅ　ｆｏｒ　Ｃａｌｃｕｌａｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｐｅｒｍａｎｅ
ｎｔ　Ｓｈｅａｒ　Ｓｔａｂｉｌｉｔｙ　Ｉｎｄｅｘ）に準拠し、ＡＳＴＭ　Ｄ　６２７
８－０２（Ｔｅｓｔ　Ｍｅｔｏｈｄ　ｆｏｒ　Ｓｈｅａｒ　Ｓｔａｂｉｌｉｔｙ　ｏｆ　
Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｃｏｎｔａｉｎｉｎｇ　Ｆｌｕｉｄｓ　Ｕｓｉｎｇ　ａ　Ｅｕｒｏｐｅ
ａｎ　Ｄｉｅｓｅｌ　Ｉｎｊｅｃｔｏｒ　Ａｐｐａｒａｔｕｓ）により測定されたデータ
に基づき計算された、ポリマーの永久せん断安定性指数（Ｐｅｒｍａｎｅｎｔ　Ｓｈｅａ
ｒ　Ｓｔａｂｉｌｉｔｙ　Ｉｎｄｅｘ）を意味する。
【００４７】
　本実施形態の潤滑油添加剤組成物における（Ａ）粘度指数向上剤の含有量は、潤滑油添
加剤組成物全量基準で、好ましくは１～５０質量％、より好ましくは５～４５質量％、さ
らに好ましくは１０～４０質量％、特に好ましくは１５～３５質量％である。当該含有量
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が１質量％未満の場合、所定の粘度指数向上効果を得るために、潤滑油組成物に配合され
る潤滑油添加剤組成物の量が多くなって、物流効率が損なわれる傾向、及び潤滑油組成物
の製造コストの上昇を招くおそれがある。一方、当該含有量が５０質量％を超える場合、
潤滑油添加剤組成物のハンドリング性が損なわれて、潤滑油組成物の製造作業において良
好な作業性が得られない傾向がある。
【００４８】
　本実施形態の潤滑油添加剤組成物は、（Ｂ）ポリアルキレングリコール系化合物（以下
、場合により「（Ｂ）成分」という。）を含有する。
【００４９】
　（Ｂ）ポリアルキレングリコール系化合物には特に制限はないが、具体的には、例えば
、下記一般式（３）で表される化合物及びその誘導体を例示することができる。
Ｒ１Ｏ－（Ｒ２Ｏ）ｎ－Ｒ３（３）
【００５０】
　式（３）中、Ｒ１及びＲ３は同一でも異なっていてもよく、それぞれ水素原子又は炭素
数１～５０のアルキル基若しくは炭素数６～５０のアリール基、炭素数６～５０のアルキ
ルアリール基または炭素数６～５０のアリールアルキル基を示し、Ｒ２Ｏは炭素数２～２
０のオキシアルキレン基もしくは炭素数２～２０のオキシアルキレン基の混合物を表し、
ｎは１～２００、好ましくは２～１００、さらに好ましくは５～５０の整数である。また
、一般式（２）で表されるポリアルキレングリコール系化合物の平均分子量は好ましくは
１００～５０００であり、より好ましくは２００～４５００、さらに好ましくは５００～
４０００である。
【００５１】
　ここで、炭素数１～５０のアルキル基としては、直鎖状、分枝鎖状、環状のいずれであ
ってもよく、かかるアルキル基の具体例としては、メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基
、イソプロピル基、各種ブチル基、各種ペンチル基、各種ヘキシル基、シクロペンチル基
、シクロヘキシル基などが挙げられる。炭素数６～５０のアリール基、アルキルアリール
基またはアリールアルキル基としては、具体的にはフェニル基、ナフチル基（全ての異性
体を含む）などのアリール基；トリル基、エチルフェニル基、プロピルフェニル基、ブチ
ルフェニル基、ペンチルフェニル基、ヘキシルフェニル基、ヘプチルフェニル基、オクチ
ルフェニル基、ノニルフェニル基、デシルフェニル基、ウンデシルフェニル基、ドデシル
フェニル基、キシリル基、エチルメチルフェニル基、ジエチルフェニル基、ジプロピルフ
ェニル基、ジブチルフェニル基、メチルナフチル基、エチルナフチル基、プロピルナフチ
ル基、ブチルナフチル基、ジメチルナフチル基、エチルメチルナフチル基、ジエチルナフ
チル基、ジプロピルナフチル基、ジブチルナフチル基およびこれらの異性体などのアルキ
ルアリール基；ベンジル基、フェニルエチル基、フェニルプロピル基およびこれらの異性
体などのアリールアルキル基を挙げることができる。これらの中では炭素数１～６２０の
アルキル基であることがより好ましく、さらに好ましくは１～１０のアルキル基であるこ
とがより好ましく、特に好ましくは１～６のアルキル基であることがより好ましい。
【００５２】
　また、炭素数２～１０のオキシアルキレン基としては、オキシエチレン基、オキシプロ
ピレン基、オキシブチレン基、オキシペンチレン基、オキシヘキシレン基及びこれらの混
合物を挙げることができ、－（Ｒ２Ｏ）ａ－としては、炭素数２～１０のオキシアルキレ
ン基から選択される１つの構造のオキシアルキレン基を単一の構成単位として有する単独
重合体、炭素数２～１０のオキシアルキレン基から選択される２種類以上の異なる構造の
オキシアルキレン基を構成単位として有するランダム共重合体やブロック共重合体（この
場合ａは－Ｒ２Ｏ－で表されるオキシアルキレン基の合計重合度を示す）、またはこれら
単独重合体及び共重合体から選択される２種類以上の重合体の混合物（この場合ａは重合
体混合物中で－Ｒ２Ｏ－で表されるオキシアルキレン基の合計平均重合度をそれぞれ示す
）から誘導されるものであることを意味している。
【００５３】
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　本実施形態において、一般式（３）で表される化合物のうち、流動性向上の点から、Ｒ
１及びＲ３のいずれかが水素原子、残りが炭素数１～６のアルキル基であるか又は両方が
水素原子であることが好ましく、Ｒ１及びＲ３のいずれかが水素原子、残りが炭素数１～
６のアルキル基であることが特に好ましい。
【００５４】
　また、一般式（１）中のＲ２Ｏは炭素数３～６のオキシアルキレン基であり、繰り返し
単位のオキシアルキレン基としては、オキシプロピレン基（ＰＯ）、オキシブチレン基、
オキシペンチレン基、オキシへキシレン基などが挙げられる。これらの中でも、水溶性切
削液との分離性により優れる点から、オキシプロピレン基が好ましい。
【００５５】
　本発明において、（Ｂ）ポリアルキレングリコール系化合物は、１種類を単独で用いて
もよく、２種類以上を組み合わせて用いてもよい。
【００５６】
　（Ｂ）ポリアルキレングリコール系化合物の流動点は特に制限はないが、１０℃以下で
あることが好ましく、－１０℃以下であることが好ましく、－２０℃以下であることがよ
り好ましい。流動点を低減することにより、貯蔵時の安定性を向上し、より流動性を向上
することが可能となる。
【００５７】
　（Ｂ）ポリアルキレングリコール系化合物の１００℃における動粘度は特に制限はない
が、好ましくは３０ｍｍ２／ｓ以下であることが好ましく、より好ましくは２０ｍｍ２／
ｓ以下であり、更に好ましくは１５ｍｍ２／ｓ以下であり、特に好ましくは１０ｍｍ２／
ｓ以下、最も好ましくは５ｍｍ２／ｓ以下である。１００℃における動粘度が大きすぎる
と流動性の向上効果に乏しくなり、１００℃における動粘度を低減することで流動性を向
上することが可能となる。
【００５８】
　（Ｂ）ポリアルキレングリコール系化合物の４０℃における動粘度は特に制限はないが
、好ましくは１００ｍｍ２／ｓ以下であることが好ましく、より好ましくは６０ｍｍ２／
ｓ以下であり、更に好ましくは４０ｍｍ２／ｓ以下であり、特に好ましくは２０ｍｍ２／
ｓ以下である。４０℃における動粘度が大きすぎると流動性の向上効果に乏しくなり、４
０℃における動粘度を低減することで流動性を向上することが可能となる。
【００５９】
　潤滑油添加剤組成物における（Ｂ）ポリアルキレングリコール系化合物の含有量は、潤
滑油添加剤組成物全量基準で、０．１～５０質量％であることが好ましく、１～４０質量
％であることがより好ましく、３～３０質量％であることがさらに好ましく、５～２０質
量％であることが特に好ましい。該含有量が１質量％未満の場合、潤滑油添加剤組成物の
ハンドリング性が損なわれて、潤滑油組成物の製造作業において良好な作業性が得られな
い傾向がある。一方、該含有量が５０質量％を超える場合、所定の粘度指数向上効果を得
るために、潤滑油組成物に配合される潤滑油添加剤組成物の量が多くなって、高い物流効
率が損なわれる傾向、及び潤滑油製造コストが上昇する傾向がある。
【００６０】
　本実施形態の潤滑油添加剤組成物は、（Ｃ）希釈剤（以下、場合により「（Ｃ）成分」
という。）を含有することができる。（Ｃ）希釈剤としては、鉱油、合成油およびこれら
の混合物が挙げられるが、鉱油系希釈剤であることが好ましい。
【００６１】
　鉱油としては、具体的には、原油を常圧蒸留して得られる常圧残油を減圧蒸留して得ら
れた潤滑油留分を、溶剤脱れき、溶剤抽出、水素化分解、溶剤脱ろう、水素化精製等の処
理を１つ以上行って精製したものが挙げられる。また、ワックス異性化鉱油、フィッシャ
ートロプシュプロセス等により製造されるＧＴＬ　ＷＡＸ（ガストゥリキッドワックス）
を異性化する手法で製造される潤滑油基油が挙げられる。
【００６２】
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　合成油としては、ポリ－α－オレフィン又はその水素化物、イソブテンオリゴマー又は
その水素化物、イソパラフィン、アルキルベンゼン、アルキルナフタレン、ジエステル（
ジトリデシルグルタレート、ジ－２－エチルヘキシルアジペート、ジイソデシルアジペー
ト、ジトリデシルアジペート、ジ－２－エチルヘキシルセバケート等）、ポリオールエス
テル（トリメチロールプロパンカプリレート、トリメチロールプロパンペラルゴネート、
ペンタエリスリトール２－エチルヘキサノエート、ペンタエリスリトールペラルゴネート
等）、ポリオキシアルキレングリコール、ジアルキルジフェニルエーテル、ポリフェニル
エーテル等が挙げられる。これらの中でも、酸化安定性や潤滑油への溶解性を良好とする
ため、炭化水素系の合成油が好ましく、ポリ－α－オレフィンが好ましい。ポリ－α－オ
レフィンとしては、炭素数２～３２、好ましくは６～１６のα－オレフィンのオリゴマー
又はコオリゴマー（１－オクテンオリゴマー、デセンオリゴマー、エチレン－プロピレン
コオリゴマー等）及びこれらの水素化物が挙げられる。
【００６３】
　（Ｃ）希釈剤は、鉱油、合成油又はこれらの中から選ばれる２種以上の任意混合物であ
ってもよい。例えば、１種以上の鉱油、１種以上の合成油、１種以上の鉱油と１種以上の
合成油との混合油が挙げられる。
【００６４】
　（Ｃ）希釈剤の１００℃における動粘度は、１．５～１０ｍｍ２／ｓであることが好ま
しく、１．８～８．０ｍｍ２／ｓであることがより好ましく、２．０～６．０ｍｍ２／ｓ
であることがさらに好ましく２．５～５．０ｍｍ２／ｓであることが特に好ましい。（Ｃ
）希釈剤の１００℃における動粘度が１．５ｍｍ２／ｓ未満の場合、得られる潤滑油組成
物の蒸発損失が大きくなる傾向がある。また、該動粘度が１０ｍｍ２／ｓを超える場合、
（Ａ）成分に対する溶解力が損なわれる傾向がある。
【００６５】
　（Ｃ）希釈剤の％ＣＡは３以下であることが好ましく、２．５以下であることがより好
ましく、２．０以下であることが更に好ましく、１．５以下であることが特に好ましい。
（Ｃ）希釈剤の％ＣＡが３を超えると、潤滑油添加剤組成物の熱・酸化安定性が損なわれ
る傾向がある。なお、（Ｃ）希釈剤の％ＣＡは０であってもよい。
【００６６】
　本明細書における「％ＣＡ」は、ＡＳＴＭ　Ｄ　３２３８－８５に準拠した方法（ｎ－
ｄ－Ｍ環分析）により求められる、全炭素数に対する芳香族炭素数の割合（百分率）を意
味する。
【００６７】
　（Ｃ）希釈剤の硫黄分含有量は０．０５質量％以下であることが好ましく、０．０４質
量％であることがより好ましく、０．０３質量％以下であることがさらに好ましく、０．
０２質量％以下であることが特に好ましい。（Ｃ）希釈剤の硫黄分含有量が０．０５質量
％を超える場合、潤滑油添加剤組成物の熱・酸化安定性が損なわれる傾向がある。
【００６８】
　通常、鉱油系希釈剤の硫黄分含有量は、その原料の硫黄分の含有量に依存する。一方、
フィッシャートロプシュ反応等により得られる合成ワックス成分のように実質的に硫黄を
含まない原料を用いる場合には、実質的に硫黄を含まない希釈剤を得ることができる。ま
た、潤滑油基油の精製過程で得られるスラックワックスや精ろう過程で得られるマイクロ
ワックス等の硫黄を含む原料を用いる場合には、得られる鉱油系希釈剤中の硫黄分は通常
０．０１質量％以上となる。なお、本明細書における「硫黄分」とは、ＪＩＳ　Ｋ　２５
４１－１９９６に準拠して測定される硫黄分を意味する。
【００６９】
　（Ｃ）希釈剤の粘度指数については特に制限はないが、８０以上が好ましく、１００以
上がより好ましく、１２０以上がさらに好ましい。粘度指数の上限については特に制限は
なく、ノルマルパラフィン、スラックワックスやＧＴＬワックス等、またはこれらを異性
化したイソパラフィン系鉱油のような１３５～１８０程度のものを使用することもできる
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。希釈剤の粘度指数が８０未満の場合、潤滑油添加剤組成物の熱・酸化安定性が損なわれ
る傾向がある。
【００７０】
　潤滑油添加剤組成物における（Ｃ）希釈剤の含有量は、潤滑油添加剤組成物全量基準で
、１～９８質量％であることが好ましく、１０～９５質量％であることがより好ましく、
２０～９０質量％であることがさらに好ましく、３０～８５質量％であることが特に好ま
しい。該含有量が１質量％未満の場合、潤滑油添加剤組成物のハンドリング性が損なわれ
て、潤滑油組成物の製造作業において良好な作業性が得られない傾向がある。また、該混
合割合が９８質量％を超える場合、所定の粘度指数向上効果を得るために、潤滑油組成物
に配合される潤滑油添加剤組成物の量が多くなって、物流効率が損なわれる傾向、及び潤
滑油製造コストが上昇する傾向がある。
【００７１】
　また、本発明の潤滑油添加剤組成物の製造方法は、（Ａ）粘度指数向上剤と、（Ｂ）ポ
リアルキレングリコール系化合物、更に（Ｃ）希釈剤を混合する工程を備える。好ましい
実施形態として、下記（１）～（４）に示す工程を備える製造方法を例示できる。
（１）５０～６０℃に加温した（Ｂ）成分中に、（Ａ）成分を添加して撹拌溶解する。
（２）５０～６０℃に加温した（Ｂ）成分中に、（Ａ）成分を添加して撹拌溶解させてプ
レミックスを調製し、５０～６０℃に加温したプレミックス中に更に（Ｃ）成分を加えて
撹拌溶解する。
（３）（Ｂ）成分と（Ｃ）成分との混合物を、５０～６０℃に加温し、その中に（Ａ）成
分を添加して撹拌溶解する。
（４）（Ａ）成分を５０～６０℃に加温し、加温した（Ａ）成分の中に（Ｂ）成分及び（
Ｃ）成分を添加して撹拌溶解する。
【００７２】
　このようにして得られる本実施形態の潤滑油用添加剤組成物は、所定の性状を有する潤
滑油基油に、目標性状を満足するように配合される。これによって、潤滑油用添加剤組成
物と潤滑油基油とを含有する潤滑油組成物を得ることができる。本実施形態の潤滑油用添
加剤組成物は、各種潤滑油組成物の粘度指数向上剤として機能する。また、この潤滑油用
添加剤組成物が配合された潤滑油組成物は低温特性にも十分優れる。
【００７３】
　以上、本発明の好適な実施形態について説明したが、本発明は上記実施形態に何ら限定
されるものではない。
【実施例】
【００７４】
　以下、実施例及び比較例に基づき本発明を更に具体的に説明するが、本発明は以下の実
施例に何ら限定されるものではない。
【００７５】
［実施例１、２、比較例１～４］
　潤滑油添加剤組成物を作製するため、下記の原料を準備した。
（Ａ）成分
　Ａ－１：粘度指数向上剤（非分散型ポリメタアクリレート、重量平均分子量：４０万、
ＰＳＳＩ：２０）
（Ｂ）成分
　Ｂ－１：ポリ（プロピレンオキシド）モノブチルエーテル（１００℃における動粘度：
３．８ｍｍ２／ｓ、４０℃における動粘度：１５．３ｍｍ２／ｓ、粘度指数：１４５、引
火点：１８０℃、分子量５００）
　Ｂ－２：ポリ（プロピレンオキシド）モノブチルエーテル（１００℃における動粘度：
１０．８ｍｍ２／ｓ、４０℃における動粘度：５６．２ｍｍ２／ｓ、粘度指数：１８７、
引火点２２０℃、分子量１０００）
（Ｃ）成分
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　Ｃ－１：水素化分解鉱油（１００℃における動粘度：４．１ｍｍ２／ｓ、４０℃におけ
る動粘度：１９．０ｍｍ２／ｓ、粘度指数：１２０、％ＣＡ：０、硫黄分：０．００質量
％）
（Ｄ）成分（（Ｂ）との比較成分）
　Ｄ－１：ネオペンチルグリコールジオレエート（１００℃における動粘度：５．９ｍｍ
２／ｓ、４０℃における動粘度：２４．１ｍｍ２／ｓ、粘度指数：２０６、引火点２７２
℃）
　Ｄ－２：アルキルベンゼン（１００℃における動粘度：４．２３ｍｍ２／ｓ、４０℃に
おける動粘度：２４．８ｍｍ２／ｓ、粘度指数：５０、引火点１９８℃）
　Ｄ－３：ステアリン酸オクチル（１００℃における動粘度：３．１ｍｍ２／ｓ、４０℃
における動粘度：１０．６ｍｍ２／ｓ、粘度指数：１６６、引火点２０５℃）
【００７６】
　上述の原料を配合して、表１に示す組成を有する潤滑油添加剤組成物を製造した。具体
的には、５０～６０℃に加温した（Ｂ）成分中に、（Ａ）成分を添加して撹拌溶解させ、
プレミックスを調製した。そして、５０～６０℃に加温したプレミックス中に、（Ｃ）成
分を加えて撹拌混合し、潤滑油添加剤組成物を製造した。表１中の各成分の含有量は、潤
滑油添加剤組成物全量を基準とした値（単位：質量％）である。
【００７７】
　実施例１、２及び比較例１～４の潤滑油添加剤組成物の流動性を、下記に示す流動性試
験によって評価した。得られた評価結果を表１に示す。
【００７８】
（流動性試験）
（１）５０ｍＬビーカーに、サンプルとして製造した潤滑油添加剤組成物を７ｇ採取し、
恒温槽中で当該潤滑油添加剤組成物を４０℃まで加熱した。
（２）５０ｍＬビーカーを静置し、サンプルの液面（水平面）を基準位置とした。その後
、５０ｍＬビーカーを横向きに倒してからサンプルが該基準位置から水平方向に１ｃｍ及
び２ｃｍ流動するまでの所要時間を測定した。
【００７９】
［潤滑油組成物の調製及び粘度指数の測定］
　次に、潤滑油基油として水素化精製基油を用い、当該潤滑油基油７ｇと各潤滑油添加剤
組成物２８ｇとを混合して潤滑油組成物を調製し、粘度指数を測定した。得られた結果を
表１に示す。
【００８０】
【表１】

【００８１】
　表１に示したように、（Ａ）成分の含有割合が同程度である場合、実施例１、２の潤滑
油添加剤組成物は、（Ｂ）成分を添加せず、（Ｃ）成分（希釈剤）の含有量が実施例１、
２よりも多い比較例１、並びに（Ｂ）成分の代わりに（Ｂ）成分よりも低粘度の（Ｄ）成
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分を用いた比較例２～４の潤滑油添加剤組成物よりも、優れた流動性を有していた。換言
すれば、流動性が同程度である潤滑油添加剤組成物を得ようとする場合、（Ａ）成分と（
Ｂ）成分との組合せの採用によって（Ａ）成分の含有量を多くすることができ、かかる潤
滑油添加剤組成物を潤滑油基油に添加することによって優れた粘度指数向上効果を得るこ
とができることがわかる。
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